
「
小
規
模
企
業
振
興
基
本
法
案
」
及
び
「
商
工
会
及
び
商
工
会
議
所
に
よ
る
小
規
模
事
業
者
の
支
援
に
関
す
る
法
律
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」
に
対
す
る
附
帯
決
議 

 

平

成

二

十

六

年

六

月

十

九

日 
 

参

議

院

経

済

産

業

委

員

会 
 

 

小
規
模
企
業
は
、
経
済
を
牽
引
し
、
雇
用
を
確
保
す
る
力
で
あ
り
、
地
域
社
会
の
主
役
と
し
て
地
域
経
済
と
住
民
生
活
に
貢

献
し
、
伝
統
技
能
や
文
化
の
継
承
に
重
要
な
機
能
を
果
た
す
国
家
の
財
産
と
も
い
う
べ
き
存
在
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
小

規
模
企
業
の
多
く
は
、
資
金
や
人
材
な
ど
に
制
約
が
あ
る
た
め
、
外
か
ら
の
変
化
に
弱
く
、
不
公
平
な
取
引
を
強
い
ら
れ
る
な

ど
数
多
く
の
困
難
に
晒
さ
れ
て
き
た
。
日
本
経
済
の
再
生
を
果
た
す
た
め
に
は
、
成
長
力
の
基
盤
で
あ
る
小
規
模
企
業
の
健
全

な
発
展
を
促
し
、
小
規
模
企
業
が
そ
の
個
性
や
可
能
性
を
存
分
に
発
揮
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、
活
力
あ
る
地
域
社
会
ひ
い
て
は

我
が
国
の
産
業
競
争
力
の
向
上
を
実
現
し
て
い
く
こ
と
が
国
家
的
課
題
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
政
府
は
、
両
法
律
の
施
行
に
当

た
り
、
次
の
諸
点
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
べ
き
で
あ
る
。 

 

一 

小
規
模
企
業
振
興
基
本
計
画
に
つ
い
て
は
、
関
係
省
庁
の
一
層
の
連
携
の
も
と
、
小
規
模
事
業
者
の
意
見
を
十
分
反
映
し

た
上
で
策
定
を
行
い
、
そ
の
実
効
性
を
中
長
期
的
に
担
保
す
る
た
め
に
、
政
府
一
体
と
な
っ
て
必
要
な
予
算
・
税
制
等
の
措

置
の
拡
充
に
努
め
る
と
と
も
に
、
適
時
適
切
に
施
策
の
評
価
及
び
見
直
し
を
行
う
な
ど
、
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
を
確
立
す
る

こ
と
。 

 
 

 

二 

全
国
の
小
規
模
企
業
に
支
援
施
策
を
確
実
か
つ
効
率
的
に
届
け
ら
れ
る
よ
う
、
国
、
地
方
公
共
団
体
、
中
小
企
業
に
関
す

る
団
体
等
が
緊
密
な
政
策
的
連
携
及
び
適
切
な
役
割
分
担
を
図
る
と
と
も
に
、
事
業
者
に
と
っ
て
分
か
り
に
く
い
も
の
と
な

っ
て
い
る
施
策
体
系
を
整
理
・
統
合
し
、
施
策
の
積
極
的
な
周
知
に
努
め
る
こ
と
。 



三 

小
規
模
企
業
に
蓄
積
さ
れ
た
有
益
な
経
営
資
源
の
継
承
及
び
産
業
の
新
陳
代
謝
を
促
進
す
る
た
め
、
創
業
・
事
業
承
継
・

廃
業
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
行
わ
れ
て
き
た
各
種
施
策
の
再
評
価
を
行
っ
た
上
で
、
相
互
の
関
連
性
を
踏
ま
え
た
段
階
ご

と
の
き
め
細
か
な
支
援
策
を
拡
充
す
る
と
と
も
に
、
事
業
者
に
対
す
る
情
報
提
供
、
相
談
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
に
よ
り
、

そ
の
円
滑
化
を
図
る
こ
と
。
そ
の
際
、
廃
業
に
つ
い
て
は
、
経
営
者
が
廃
業
を
決
断
す
る
に
当
た
っ
て
過
度
な
経
済
的
・
精

神
的
負
担
を
負
う
こ
と
な
く
適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
事
業
を
終
了
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
。 

 

四 

商
工
会
及
び
商
工
会
議
所
が
小
規
模
事
業
者
の
支
援
ニ
ー
ズ
に
的
確
か
つ
十
分
に
応
え
ら
れ
る
よ
う
、
経
営
指
導
員
等
の

資
質
向
上
及
び
有
為
な
人
材
の
確
保
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
ま
た
、
政
府
と
し
て
、
関
係
省
庁
や
支
援
機
関
な
ど

と
も
連
携
し
な
が
ら
、
地
方
公
共
団
体
に
対
し
、
小
規
模
事
業
者
の
振
興
と
地
域
活
性
化
は
表
裏
一
体
で
あ
る
と
い
う
本
基

本
法
案
の
趣
旨
を
丁
寧
に
説
明
し
、
十
分
な
支
援
人
材
の
体
制
が
確
保
さ
れ
、
理
解
と
協
力
が
得
ら
れ
る
よ
う
努
め
る
と
と

も
に
、
都
道
府
県
に
よ
る
商
工
会
、
商
工
会
議
所
向
け
予
算
に
係
る
地
方
交
付
税
を
始
め
と
す
る
国
の
支
援
の
充
実
に
向
け

て
、
適
切
に
対
応
す
る
こ
と
。
さ
ら
に
、
新
た
に
創
設
さ
れ
る
経
営
発
達
支
援
計
画
の
積
極
的
か
つ
効
果
的
な
活
用
を
図
る

こ
と
に
よ
り
、
小
規
模
事
業
者
が
抱
え
る
課
題
の
解
決
に
資
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。 

 
 

 

五 

法
人
事
業
所
及
び
常
時
従
業
員
五
人
以
上
の
個
人
事
業
所
に
義
務
付
け
ら
れ
る
社
会
保
険
料
が
、
小
規
模
企
業
の
経
営
に

負
担
と
な
っ
て
い
る
現
状
が
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
小
規
模
企
業
の
事
業
の
持
続
的
発
展
を
図
る
と
い
う
観
点
に
立
ち
、
従
業

員
の
生
活
の
安
定
も
勘
案
し
つ
つ
、
小
規
模
企
業
の
負
担
の
軽
減
の
た
め
に
よ
り
効
果
的
な
支
援
策
の
実
現
を
図
る
こ
と
。 

  
 

右
決
議
す
る
。 


